
復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月9日 設置の有無： 平成２７年２月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

(13,800) (13,800) (8,500) (5,300)

0 0

＜13,800＞ ＜13,800＞ ＜0＞ ＜8,500＞ ＜5,300＞ ＜0＞ ＜0＞

(78,783) (78,783) (78,783)

0 0

＜78,783＞ ＜78,783＞ ＜0＞ ＜78,783＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(14,780,153) (14,780,153) (161,020) (7,361,824) (7,257,309)

0 0

＜14,780,153＞ ＜14,780,153＞ ＜161,020＞ ＜7,361,824＞ ＜7,257,309＞ ＜0＞ ＜0＞

(154,500) (154,500) (17,000) (137,500)

0 0

＜154,500＞ ＜154,500＞ ＜17,000＞ ＜137,500＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(42,000) (42,000) (42,000)

0 0

＜42,000＞ ＜42,000＞ ＜0＞ ＜42,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(361,100) (361,100) (361,100)

0 0

＜361,100＞ ＜361,100＞ ＜0＞ ＜361,100＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(246,740) (246,740) (2,113) (244,627)

0 0

＜246,740＞ ＜246,740＞ ＜2,113＞ ＜244,627＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(11,124,510) (11,124,510) (106,400) (11,018,110)

0 0

＜11,124,510＞ ＜11,124,510＞ ＜106,400＞ ＜11,018,110＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,925,200) (1,925,200) (141,680) (919,000) (469,655) (394,865)

0 0

＜1,925,200＞ ＜1,925,200＞ ＜141,680＞ ＜919,000＞ ＜469,655＞ ＜394,865＞ ＜0＞

(1,124) (1,124) (1,124)

0 0

＜1,124＞ ＜1,124＞ ＜0＞ ＜1,124＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(157,000) (157,000) (137,000) (20,000)

0 0

＜157,000＞ ＜157,000＞ ＜137,000＞ ＜20,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,421,000) (1,421,000) (21,000) (800,000) (500,000) (100,000)

0 0

＜1,421,000＞ ＜1,421,000＞ ＜21,000＞ ＜800,000＞ ＜500,000＞ ＜100,000＞ ＜0＞

(619,000) (619,000) (4,000) (100,000) (230,000) (285,000)

0 0

＜619,000＞ ＜619,000＞ ＜4,000＞ ＜100,000＞ ＜230,000＞ ＜285,000＞ ＜0＞

(29,000) (29,000) (29,000)

0 0

＜29,000＞ ＜29,000＞ ＜0＞ ＜29,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(122,505) (122,505) (122,505)

0 0

＜122,505＞ ＜122,505＞ ＜0＞ ＜122,505＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(760,000) (760,000) (100,000) (350,000) (310,000) (0)

578,000 578,000 578,000

＜1,338,000＞ ＜1,338,000＞ ＜0＞ ＜100,000＞ ＜350,000＞ ＜310,000＞ ＜578,000＞

(800,000) (800,000) (100,000) (300,000) (400,000)

0 0

＜800,000＞ ＜800,000＞ ＜0＞ ＜100,000＞ ＜300,000＞ ＜400,000＞ ＜0＞

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

-

【他事業より流用】（平成25年3月27日）
流用元：C-4-4　亘理町花卉・野菜団地造成事業（逢隈地
区）
流用額：［H24]15,511千円（国費：11,634千円）【工事費】
流用後交対象事業費：262,251千円（国費：196,688千円）
【他事業より流用】（平成25年9月12日）
流用元：C-4-2　亘理町いちご団地造成事業（吉田地区）
流用額：［H24]6,110千円（国費：4,582千円）【工事費】
流用後交対象事業費：268,361千円（国費：201,270千円）

【他事業へ流用】（平成25年9月12日）
流用先：C-4-1 亘理町いちごファーム造成事業（吉田地区）
流用額：[H24]6,110千円（国費：4,582千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：11,118,400千円（国費：8,338,800千
円）

吉田・亘理・逢隈
地区

町 亘理町 直接

全体事業
期間

（注６）

24 ～ 2719,200

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

2 地域交流拠点施設整備事業 荒浜地区 町 亘理町 直接 78,783 24 ～ 24

～ 24

24

1

-

-

- 1 災害公営住宅駐車場整備事業
荒浜・吉田・亘理
地区

町 亘理町 直接 154,500

- 1

4 - 1 ～

町 亘理町

荒浜・吉田・亘理
地区

町 亘理町 直接 14,780,153

23 24

事業番号
（注１）

事業
実施
主体

直接／間接

42,000

23災害公営住宅整備事業

平成25年度

3 D - 4

A

C

C

4 ◆ D

1

～ 25

-

吉田・荒浜・逢
隈・亘理町地区

1,925,200 23 ～

-

24

防災集団移転促進事業
（実施計画策定費）

亘理町

（様式１－２）

4 -

2 -

基金設置の時期：

- 1

造成宅地滑動崩落緊急対策事業

有

29

備　考（注７）各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成27年度

5

亘理町

1

1

2

直接

-

14 長瀞地区

平成26年度

1 埋蔵文化財発掘調査事業

1

9

-

12

C -

A

4

亘理地区

7 C - 4 - 1

C

C

6

（一）荒浜港今泉
線（堤防部）

道路事業（市街地相互の接続道路）

- 4 - 1

1

県

間接亘理町農業用機械施設整備事業

荒浜・吉田浜・大
畑浜地区

町 亘理町

-

県 直接- 2

2 -

吉田地区 県 亘理町 間接

（一）荒浜港今泉
線（一般部）

県

県 県 直接 1,521,000

D -

D

間接

埋蔵文化財発掘調査事業

D

亘理町

亘理町

亘理町いちご団地造成事業

1

17

8

23

10

亘理町いちごファーム造成事業 吉田地区

11

- 3

13

農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（復興整備実施計画）

2

16

D - 1 -

215

-

14

直接

～

1,124

23

23 ～

D

- 1

県

24

道路事業（市街地相互の接続道路）

荒浜地区 町

荒浜江下線道路整備事業（市街地相互の接
続道路）

荒浜地区 町 亘理町 直接1 -

246,740

24

県 県 直接

361,100 24

直接

県 直接 24

11,124,510 23 ～

-

～

亘理町 27

県 23

～ 24

吉田地区 町

亘理地区 町 亘理町

122,505

24 ～ 32

亘理町全域

719,000

24 ～

157,000 23 ～

24

27

農山漁村地域復興基盤総合整備事業（復興
整備実施計画）

地域交流拠点施設整備事業

24直接 1,762,000

-

C

- 1 - 1

荒浜大通線道路整備事業（市街地相互の接
続道路）

D 1

～-

- 4

24 ～

27

～

27

29,000

24

3,125,000

交付
団体

直接

配分額の変更



復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月9日 設置の有無： 平成２７年２月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

事業番号
（注１）

事業
実施
主体

直接／間接
平成25年度

（様式１－２）

基金設置の時期： 有

備　考（注７）各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成27年度

亘理町

平成26年度

交付
団体

(750,000) (750,000) (150,000) (300,000) (300,000) (0)

109,000 109,000 109,000

＜859,000＞ ＜859,000＞ ＜0＞ ＜150,000＞ ＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜109,000＞

(235,000) (235,000) (45,000) (40,000) (150,000) (0)

150,000 150,000 150,000

＜385,000＞ ＜385,000＞ ＜0＞ ＜45,000＞ ＜40,000＞ ＜150,000＞ ＜150,000＞

(1,127,000) (1,127,000) (152,000) (375,000) (600,000) (0)

499,000 499,000 499,000

＜1,626,000＞ ＜1,626,000＞ ＜0＞ ＜152,000＞ ＜375,000＞ ＜600,000＞ ＜499,000＞

(885,708) (885,708) (492,060) (393,648)

0 0

＜885,708＞ ＜885,708＞ ＜0＞ ＜492,060＞ ＜393,648＞ ＜0＞ ＜0＞

(73,680) (73,680) (40,290) (33,390)

0 0

＜73,680＞ ＜73,680＞ ＜0＞ ＜40,290＞ ＜33,390＞ ＜0＞ ＜0＞

(14,300) (14,300) (14,300)

0 0

＜14,300＞ ＜14,300＞ ＜0＞ ＜14,300＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(10,500) (10,500) (10,500)

0 0

＜10,500＞ ＜10,500＞ ＜0＞ ＜10,500＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(152,000) (152,000) (109,000) (43,000)

0 0

＜152,000＞ ＜152,000＞ ＜0＞ ＜109,000＞ ＜43,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(2,578,430) (2,578,430) (1,205,184) (1,373,246) (0)
・事業を区分して実施（平成26年8月18日）。

0 0

＜2,578,430＞ ＜2,578,430＞ ＜0＞ ＜1,205,184＞ ＜1,373,246＞ ＜0＞ ＜0＞

(4,953,819) (4,953,819) (2,266,260) (2,320,061) (367,498)
・事業を区分して実施（平成26年8月18日）。

0 0

＜4,953,819＞ ＜4,953,819＞ ＜0＞ ＜2,266,260＞ ＜2,320,061＞ ＜367,498＞ ＜0＞

(351,000) (351,000) (351,000) (0)
配分額の変更

243,588 243,588 243,588

＜594,588＞ ＜594,588＞ ＜0＞ ＜351,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜243,588＞

(823,879) (823,879) (459,756) (364,123) (0)

0 0

＜823,879＞ ＜823,879＞ ＜0＞ ＜459,756＞ ＜364,123＞ ＜0＞ ＜0＞

(789,779) (789,779) (302,835) (420,282) (66,662)

0 0

＜789,779＞ ＜789,779＞ ＜0＞ ＜302,835＞ ＜420,282＞ ＜66,662＞ ＜0＞

(276,318) (276,318) (162,145) (114,173) (0)

0 0

＜276,318＞ ＜276,318＞ ＜0＞ ＜162,145＞ ＜114,173＞ ＜0＞ ＜0＞

(515,359) (515,359) (305,563) (205,511) (4,285)

0 0

＜515,359＞ ＜515,359＞ ＜0＞ ＜305,563＞ ＜205,511＞ ＜4,285＞ ＜0＞

(493,755) (493,755) (493,755)

0 0

＜493,755＞ ＜493,755＞ ＜0＞ ＜493,755＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(976,288) (976,288) (976,288)

0 0

＜976,288＞ ＜976,288＞ ＜0＞ ＜976,288＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

亘理町

519,644

24

吉田地区 町

荒浜地区

亘理町 直接

直接

152,000町

24

町

493,755

～

25

24 ～ 26

26

下水道整備事業

防災集団移転促進事業(荒浜中野）

73,680

19 D - 1 - 4
野地流線道路整備事業（市街地相互の接続
道路）

吉田地区 町 亘理町 直接

20

-

- 町1

4

984,120住宅・建築物安全ストック形成事業 荒浜・吉田地区 町 亘理町 直接

1 防災まちづくり計画策定事業 荒浜・吉田地区 町 亘理町

防災集団移転促進事業（吉田舟入北）

2,578,430

5,321,317

966,588

823,879

24

五十刈線道路整備事業（市街地相互の接続
道路）

吉田地区 町 亘理町 直接

21 D - 13 -

23 ◆ D

18

1

22

D

20

D 1

D

～

直接

1 -

復興まちづくり総合支援事業 荒浜・吉田地区

1,221,000 24

26

30

24

28

24

-

～

21,000

吉田地区

町 2524 ～

～

～

- 20 - 1 -

亘理町

24

25

26

3

直接

D

23

385,000

- 23 - 3

-

3,258,000

亘理町

D - 20 - 2 地域防災施設整備事業

-

D

D

- 23 - 2

24

～

直接 14,300 24 ～

- 21 - 2

町

24

24 ～ 26直接

7

24 ～ 32

24 ～ 26

24 ～ 26856,441

276,318

3

976,288

亘理町

～

～ 24

- 23

23

町 亘理町 直接

23 吉田地区 町 亘理町 直接

6

亘理町

26

24 ～ 26

亘理町

24

荒浜・吉田地区 町 亘理町 直接

防災集団移転促進事業（吉田上塚） 吉田地区 町

復興関連盛土材確保事業 亘理地区

6
橋本堀添線道路整備事業（市街地相互の接
続道路）

吉田地区 町 亘理町 直接

5

間接

防災集団移転促進事業（亘理江下） 亘理地区

- 1

直接

27

28

29

30

31

32

33

34

C - 4 -

D -

D -

◆ D -

--D

-D -

23 -

～

27

24

【他事業へ流用】（平成25年3月27日）
流用先：C-4-1 亘理町いちごファーム造成事業（吉田地区）
流用額：[H24]15,511千円（国費：11,634千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：478,244千円（国費：358,682千円）

直接

配分額の変更

配分額の変更

配分額の変更

4

5 防災集団移転促進事業（吉田南河原） 吉田地区

C - 4 -

- 防災集団移転促進事業（吉田大谷地）

浜吉田地区 県亘理町いちご選果場整備事業

亘理町

亘理町 間接

逢隈地区 県亘理町花卉・野菜団地造成事業

24



復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月9日 設置の有無： 平成２７年２月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

事業番号
（注１）

事業
実施
主体

直接／間接
平成25年度

（様式１－２）

基金設置の時期： 有

備　考（注７）各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成27年度

亘理町

平成26年度

交付
団体

(17,141,000) (17,141,000) (270,000) (3,025,000) (13,846,000)
事業期間の変更等

0 0

＜17,141,000＞ ＜17,141,000＞ ＜0＞ ＜270,000＞ ＜3,025,000＞ ＜13,846,000＞ ＜0＞

(52,900) (52,900) (32,500) (20,400)

0 0

＜52,900＞ ＜52,900＞ ＜0＞ ＜32,500＞ ＜20,400＞ ＜0＞ ＜0＞

(5,015,766) (5,015,766) (2,059,736) (2,956,030)

0 0

＜5,015,766＞ ＜5,015,766＞ ＜0＞ ＜2,059,736＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜2,956,030＞

(49,266) (49,266) (4,140) (16,974) (28,152)

0 0

＜49,266＞ ＜49,266＞ ＜0＞ ＜4,140＞ ＜16,974＞ ＜28,152＞ ＜0＞

(727,000) (727,000) (50,000) (677,000) (0)

718,000 718,000 718,000

＜1,445,000＞ ＜1,445,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜50,000＞ ＜677,000＞ ＜718,000＞

(198,600) (198,600) (29,800) (168,800)

0 0

＜198,600＞ ＜198,600＞ ＜0＞ ＜29,800＞ ＜168,800＞ ＜0＞ ＜0＞

(470,000) (470,000) (50,000) (260,000) (160,000)

0 0

＜470,000＞ ＜470,000＞ ＜0＞ ＜50,000＞ ＜260,000＞ ＜160,000＞ ＜0＞

(205,973) (205,973) (205,973)

0 0

＜205,973＞ ＜205,973＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜205,973＞ ＜0＞ ＜0＞

(295,039) (295,039) (295,039)

0 0

＜295,039＞ ＜295,039＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜295,039＞ ＜0＞ ＜0＞

(212,339) (212,339) (212,339)

0 0

＜212,339＞ ＜212,339＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜212,339＞ ＜0＞

(1,470,000) (1,286,250) (1,470,000)

0 0

＜1,470,000＞ ＜1,286,250＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,470,000＞ ＜0＞

(3,410) (3,410) (3,410)

0 0

＜3,410＞ ＜3,410＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜3,410＞ ＜0＞

(19,400) (19,400) (19,400)

0 0

＜19,400＞ ＜19,400＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜19,400＞ ＜0＞

(451,614) (451,614) (64,511) (387,103)

0 0

＜451,614＞ ＜451,614＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜64,511＞ ＜387,103＞

(60,268) (60,268) (8,963) (51,305)

0 0

＜60,268＞ ＜60,268＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜8,963＞ ＜51,305＞

(27,143) (27,143) (27,143)

0 0

＜27,143＞ ＜27,143＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜27,143＞ ＜0＞

(140,400) (140,400) (140,400)

1,312,802 1,312,802 1,312,802

＜1,453,202＞ ＜1,453,202＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜140,400＞ ＜1,312,802＞

(25,000) (25,000) (25,000)

0 0

＜25,000＞ ＜25,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜25,000＞ ＜0＞

(353,193) (353,193) (176,597) (176,596)

0 0

＜353,193＞ ＜353,193＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜176,597＞ ＜176,596＞

(10,000) (10,000) (10,000)

0 0

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜10,000＞ ＜0＞

亘理地区 県 県

26角田市内 町 亘理町 直接 3,410 26 ～

～

直接

～ 26

～

25

～

27

27

- 2 - 1

19,922,000

1 - 1 市街地復興効果促進事業 亘理町 町 亘理町 直接

24

県 直接 24 ～

37 ★ F -

農地整備推進支援事業 亘理地区 県 52,900

27

32～

2 -

36 ◆ C - 1

35 C - 1 - 2

38 E -

40 C

低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業
荒浜・吉田・亘
理・逢隈地区

町 亘理町 直接 67,482 24 ～

39 C - 1 - 3

1 - 1

直接
農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（水利施設整備事業）

43 C

1 -

- 1 - 4
農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（漁港環境整備事業）

荒浜地区 県 県 直接 198,600

3 道路事業（市街地相互の接続道路）
（一）荒浜港今泉
線（鳥の海）

県 県 直接

24 ～ 25

48 ～

50 ◆ D

直接

295,039 25 ～

42 ★ F - 4 - 1 - 1 市街地復興効果促進事業（県分） 亘理町 県 県 直接 205,973 ～

41 D

49 D - 6 - 1 東日本大震災特別家賃低減事業
荒浜・吉田・亘理
地区

町 亘理町 直接 308,324 26 ～

- 23 - 2 - 1 移転元地への商業施設の集積事業 荒浜地区 町 亘理町 直接 54,286 26 ～ 26

26 ～

27

町 直接 353,193

26 ～-

27亘理町

52 C - 7 - 3
水産業共同利用施設復興整備事業（放置艇
収容施設）

荒浜地区 町 亘理町 直接 363,000 26 ～ 27

51 D 22 - 1 防災公園整備事業 荒浜・吉田地区 町

54 D - 21 - 3 荒浜雨水ポンプ場吐出槽改良事業 荒浜地区 町 亘理町 直接 60,000 26 ～ 27

53 ◆ D - 4 - 1 - 3 災害公営住宅関連道路整備事業 亘理地区

配分額の変更

配分額の変更

26

亘理町 直接 1,453,202

24

262,390,196

2 - 3 地域資源活用総合交流施設整備事業 荒浜地区 町

-

農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地
整備事業）

D - 5 - 1 災害公営住宅家賃低廉化事業
荒浜・吉田・亘理
地区

-

荒浜地区 町 亘理町 直接 212,339 26

柴鳥地区 県 県

570,000

1,445,000 25

亘理町 直接

町 亘理町

45 C - 7 - 2
水産業共同利用施設復興整備事業（水産加
工流通施設）

荒浜地区 町 亘理町 直接 1,470,000 25 ～ 26

44 - 7 - 1
水産業共同利用施設復興整備事業（漁具倉
庫）

46 ◆ C - 4 - 2 - 1 復興事業に係る資材運搬路補修事業

C

2647 ◆ D - 4 - 1 - 2
災害公営住宅（戸建て形式）駐車場整備事
業

荒浜・吉田・亘理
地区

町 亘理町 直接 19,400 26 ～



復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月9日 設置の有無： 平成２７年２月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

事業番号
（注１）

事業
実施
主体

直接／間接
平成25年度

（様式１－２）

基金設置の時期： 有

備　考（注７）各年度の交付対象事業費　（注４）

平成23年度 平成24年度 平成27年度

亘理町

平成26年度

交付
団体

(74,571,541) (74,387,791) (590,213) (31,426,185) (19,136,884) (19,847,225) (3,571,034)

3,610,390 3,610,390 0 0 0 0 3,610,390

＜78,181,931＞ ＜77,998,181＞ ＜590,213＞ ＜31,426,185＞ ＜19,136,884＞ ＜19,847,225＞ ＜7,181,424＞

(38,811,451) (38,627,701) (178,020) (16,470,981) (14,207,056) (4,384,360) (3,571,034)

2,892,390 2,892,390 0 0 0 0 2,892,390

＜41,703,841＞ ＜41,520,091＞ ＜178,020＞ ＜16,470,981＞ ＜14,207,056＞ ＜4,384,360＞ ＜6,463,424＞

(35,760,090) (35,760,090) (412,193) (14,955,204) (4,929,828) (15,462,865) (0)

718,000 718,000 0 0 0 0 718,000

＜36,478,090＞ ＜36,478,090＞ ＜412,193＞ ＜14,955,204＞ ＜4,929,828＞ ＜15,462,865＞ ＜718,000＞

(68,373,956) (68,190,206) (573,213) (28,831,149) (18,910,511) (19,620,675) (438,408)

3,366,802 3,366,802 0 0 0 0 3,366,802

＜71,740,758＞ ＜71,557,008＞ ＜573,213＞ ＜28,831,149＞ ＜18,910,511＞ ＜19,620,675＞ ＜3,805,210＞

(975,846) (975,846) (17,000) (535,300) (20,400) (226,550) (176,596)

243,588 243,588 0 0 0 0 243,588

＜1,219,434＞ ＜1,219,434＞ ＜17,000＞ ＜535,300＞ ＜20,400＞ ＜226,550＞ ＜420,184＞

宮城県

亘理町

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注４）「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注５）「全体事業期間」は、平成28年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成28年度以降も含めて記載をする。

（注６）年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。

（注７）担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。

（注８）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

担当者氏名

市町村名 メールアドレス

都道県名 担当部局名

電話番号

企画財政課　復興管理班

（ う ち 基 幹 事 業 ）

（うち効果促進事業等）

（うち市町村交付分）

０２２３－３４－０５２５

　　　　

合　　 計

（ う ち 県 交 付 分 ）



該当なし
平成２３年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

          

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

  

      

           

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２４年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(8,500) (8,500) (6,375)

0 0 0

＜8,500＞ ＜8,500＞ ＜6,375＞

(1,124) (1,124) (843)

0 0 0

＜1,124＞ ＜1,124＞ ＜843＞

(9,624) (9,624) (7,218) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜9,624＞ ＜9,624＞ ＜7,218＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 亘理町  直接 1/2  1    埋蔵文化財発掘調査事業
 吉田・亘理・逢

隈地区
 町

 A  -   4  -   1

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

1   A  -   4  -

   

   

 直接 1/2

       

   埋蔵文化財発掘調査事業  亘理町全域  県  県10  

          

      

   

  

      

      

    

  

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２５年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(5,300) (5,300) (3,975)

0 0 0

＜5,300＞ ＜5,300＞ ＜3,975＞

(5,300) (5,300) (3,975) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜5,300＞ ＜5,300＞ ＜3,975＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 亘理町  直接 1/2  1    埋蔵文化財発掘調査事業
 吉田・亘理・逢

隈地区
 町

     

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

1   A  -   4  -

   

   

 

       

       

          

      

      

   

  

      

      

    

  

       

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



該当なし
平成２６年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

          

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

  

      

           

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



該当なし
平成２７年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

          

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

  

      

           

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２３年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(2,113) (2,113) (1,584)

0 0 0

＜2,113＞ ＜2,113＞ ＜1,584＞

(106,400) (106,400) (79,800)

0 0 0

＜106,400＞ ＜106,400＞ ＜79,800＞

(141,680) (141,680) (106,260)

0 0 0

＜141,680＞ ＜141,680＞ ＜106,260＞

(137,000) (137,000) (137,000)

0 0 0

＜137,000＞ ＜137,000＞ ＜137,000＞

(387,193) (387,193) (324,644) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜387,193＞ ＜387,193＞ ＜324,644＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

8   C  -   4  -   2

  1  7   C  -   4  -

 -   4  -   3  

 

 亘理町  間接 1/2  亘理町いちごファーム造成事業  吉田地区  県

 間接 1/2  亘理町いちご団地造成事業  吉田地区  県  亘理町

1/2  亘理町農業用機械施設整備事業
 吉田・荒浜・逢
隈・亘理町地

区

 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（復興整備実施計画）

 亘理地区  県  県

 

 

 直接 1

 

11   C  -   1  -   1   

 県  亘理町  間接9   C

 

  

      

          

    

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２４年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(78,783) (78,783) (59,087)

0 0 0

＜78,783＞ ＜78,783＞ ＜59,087＞

(244,627) (244,627) (183,470)

0 0 0

＜244,627＞ ＜244,627＞ ＜183,470＞

(11,018,110) (11,018,110) (8,263,582)

0 0 0

＜11,018,110＞ ＜11,018,110＞ ＜8,263,582＞

(919,000) (919,000) (689,250)

0 0 0

＜919,000＞ ＜919,000＞ ＜689,250＞

(20,000) (20,000) (20,000)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜20,000＞

(29,000) (29,000) (29,000)

0 0 0

＜29,000＞ ＜29,000＞ ＜29,000＞

(122,505) (122,505) (91,878)

0 0 0

＜122,505＞ ＜122,505＞ ＜91,878＞

(493,755) (493,755) (370,316)

0 0 0

＜493,755＞ ＜493,755＞ ＜370,316＞

(976,288) (976,288) (732,216)

0 0 0

＜976,288＞ ＜976,288＞ ＜732,216＞

(270,000) (270,000) (202,500)

0 0 0

＜270,000＞ ＜270,000＞ ＜202,500＞

【他事業より流用】（平成25年3月27日）
流用元：C-4-4　亘理町花卉・野菜団地造成事業（逢隈地区）
流用額：［H24]15,511千円（国費：11,634千円）【工事費】
流用後交対象事業費：260,138千円（国費：195,104千円）
【他事業より流用】（平成25年9月12日）
流用元：C-4-2　亘理町いちご団地造成事業（吉田地区）
流用額：［H24]6,110千円（国費：4,582千円）【工事費】
流用後交対象事業費：266,248千円（国費：199,686千円）

【他事業へ流用】（平成25年9月12日）
流用先：C-4-1 亘理町いちごファーム造成事業（吉田地区）
流用額：[H24]6,110千円（国費：4,582千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：11,012,000千円（国費：8,259,000千円）

【他事業へ流用】（平成25年3月27日）
流用先：C-4-1 亘理町いちごファーム造成事業（吉田地区）
流用額：[H24]15,511千円（国費：11,634千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：478,244千円（国費：358,682千円）

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

7   C  -   4  -   1

  1  2   C  -   2  -

 -   4  -   2  

 

 亘理町  直接 1/2  地域交流拠点施設整備事業  荒浜地区  町

 間接 1/2  亘理町いちごファーム造成事業  吉田地区  県  亘理町

1/2  亘理町いちご団地造成事業  吉田地区

 亘理町農業用機械施設整備事業
 吉田・荒浜・逢
隈・亘理町地

区
 県  亘理町

 -

 直接 1

 間接 1/2

1

 亘理町

9   C  -   4  -   3   

 県  亘理町  間接8   C

  2  

 

 県  直接

14   C  -   1  -   1

  1   
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（復興整備実施計画）

 亘理地区  県11   C  -   1

 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（復興整備
実施計画）

 亘理地区  町

 亘理町花卉・野菜団地造成事業  逢隈地区  県  亘理町  間接 1/2

1/2

33   C  -   4  -   4   

  地域交流拠点施設整備事業  吉田地区  町  亘理町  直接15   C  -   2  -

35   C  -   1  -   2

  5  34   C  -   4  -

 

 亘理町  間接 1/2  亘理町いちご選果場整備事業  浜吉田地区  県

 直接 1/2 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 亘理地区  県  県



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(32,500) (32,500) (26,000)

0 0 0

＜32,500＞ ＜32,500＞ ＜26,000＞

(29,800) (29,800) (22,350)

0 0 0

＜29,800＞ ＜29,800＞ ＜22,350＞

(14,234,368) (14,234,368) (10,689,649) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜14,234,368＞ ＜14,234,368＞ ＜10,689,649＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

 -   1  -   2  - 4/5  1  農地整備推進支援事業  亘理地区

 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（漁港環境整備事業）

 荒浜地区  県  県

 

 

 直接 1/2

 

40   C  -   1  -   4   

 県  県  直接36  ◆  C

 

  

      

          

    

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２５年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(469,655) (469,655) (352,241)

0 0 0

＜469,655＞ ＜469,655＞ ＜352,241＞

(3,025,000) (3,025,000) (2,268,750)

0 0 0

＜3,025,000＞ ＜3,025,000＞ ＜2,268,750＞

(20,400) (20,400) (16,320)

0 0 0

＜20,400＞ ＜20,400＞ ＜16,320＞

(50,000) (50,000) (37,500)

0 0 0

＜50,000＞ ＜50,000＞ ＜37,500＞

(168,800) (168,800) (126,600)

0 0 0

＜168,800＞ ＜168,800＞ ＜126,600＞

(295,039) (295,039) (221,279)

0 0 0

＜295,039＞ ＜295,039＞ ＜221,279＞

(4,028,894) (4,028,894) (3,022,690) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜4,028,894＞ ＜4,028,894＞ ＜3,022,690＞ ＜0＞ ＜0＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

35   C  -   1  -   2

  3  9   C  -   4  -

 -   1  -   2  -

 

 亘理町  間接 1/2  亘理町農業用機械施設整備事業
 吉田・荒浜・逢
隈・亘理町地

区
 県

 直接 1/2 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 亘理地区  県  県

4/5  1  農地整備推進支援事業  亘理地区

 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（水利施設整備事業）

 柴鳥地区  県  県

 -

 直接 1/2

 直接 1/2

1/2

 亘理町

39   C  -   1  -   3   

 県  県  直接36  ◆  C

  

 

 県  直接

43   C  -   2  -   3

  4   
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（漁港環境整備事業）

 荒浜地区  県40   C  -   1

  地域資源活用総合交流施設整備事業  荒浜地区  町

             

           

             

合計額

             



宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２６年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(394,865) (394,865) (296,148)

0 0 0

＜394,865＞ ＜394,865＞ ＜296,148＞

(13,846,000) (13,846,000) (10,384,500)

0 0 0

＜13,846,000＞ ＜13,846,000＞ ＜10,384,500＞

(677,000) (677,000) (507,750)

0 0 0

＜677,000＞ ＜677,000＞ ＜507,750＞

(212,339) (212,339) (159,254)

0 0 0

＜212,339＞ ＜212,339＞ ＜159,254＞

(1,470,000) (1,286,250) (1,010,625)

0 0 0

＜1,470,000＞ ＜1,286,250＞ ＜1,010,625＞

(3,410) (3,410) (2,728)

0 0 0

＜3,410＞ ＜3,410＞ ＜2,728＞

(25,000) (25,000) (18,750)

0 0 0

＜25,000＞ ＜25,000＞ ＜18,750＞

(16,628,614) (16,444,864) (12,379,755) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜16,628,614＞ ＜16,444,864＞ ＜12,379,755＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

 C  -   7  - 1/2 
 水産業共同利用施設復興整備事業（放置艇収容
施設）

 荒浜地区  町  亘理町  直接52  

45   C  -   7

  1  復興事業に係る資材運搬路補修事業  角田市内  町

 県  県  直接39   C

  3  

 -

 亘理町  直接

46  ◆  C  -   4  -   2

  2   
 水産業共同利用施設復興整備事業（水産加工流
通施設）

 荒浜地区  町

44   C  -   7  -   1    水産業共同利用施設復興整備事業（漁具倉庫）  荒浜地区  町  亘理町

 -

 直接 4/5

 直接 1/2

1/2

 亘理町

 -   1  -   3  

 

 亘理町  間接 1/2  亘理町農業用機械施設整備事業
 吉田・荒浜・逢
隈・亘理町地

区
 県

 直接 1/2 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 亘理地区  県  県

1/2 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（水利施設整備事業）

 柴鳥地区

35   C  -   1  -   2

  3  9   C  -   4  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２７年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

718,000 718,000 538,500

＜718,000＞ ＜718,000＞ ＜538,500＞

(0) (0) (0) (0) (0)

718,000 718,000 538,500 0 0

＜718,000＞ ＜718,000＞ ＜538,500＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

           

    

    

     

  

 

  

      

      

            

 

 

 

 

     

 

 県  直接 1/2 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（水利施設整備事業）

 柴鳥地区  県

      

   

      

  3  39   C  -   1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２３年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(161,020) (161,020) (140,892)

0 0 0

＜161,020＞ ＜161,020＞ ＜140,892＞

(17,000) (17,000) (13,600)

0 0 0

＜17,000＞ ＜17,000＞ ＜13,600＞

(21,000) (21,000) (16,275)

0 0 0

＜21,000＞ ＜21,000＞ ＜16,275＞

(4,000) (4,000) (3,100)

0 0 0

＜4,000＞ ＜4,000＞ ＜3,100＞

(203,020) (203,020) (173,867) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜203,020＞ ＜203,020＞ ＜173,867＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

4  ◆  D  -   4  -   1

  1  3   D  -   4  -

 -   1  -   1  

 -

 亘理町  直接 3/4  災害公営住宅整備事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町

 直接 4/5  1  災害公営住宅駐車場整備事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町  亘理町

5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（堤防部）

 道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（一般部）

 県  県

 

 直接 5/913   D  -   1  -   2   

 県  県  直接12   D

            

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(7,361,824) (7,361,824) (6,441,596)

0 0 0

＜7,361,824＞ ＜7,361,824＞ ＜6,441,596＞

(137,500) (137,500) (110,000)

0 0 0

＜137,500＞ ＜137,500＞ ＜110,000＞

(42,000) (42,000) (31,500)

0 0 0

＜42,000＞ ＜42,000＞ ＜31,500＞

(361,100) (361,100) (270,825)

0 0 0

＜361,100＞ ＜361,100＞ ＜270,825＞

(800,000) (800,000) (620,000)

0 0 0

＜800,000＞ ＜800,000＞ ＜620,000＞

(100,000) (100,000) (77,500)

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜77,500＞

(100,000) (100,000) (77,500)

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜77,500＞

(100,000) (100,000) (77,500)

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜77,500＞

(150,000) (150,000) (116,250)

0 0 0

＜150,000＞ ＜150,000＞ ＜116,250＞

(45,000) (45,000) (34,875)

0 0 0

＜45,000＞ ＜45,000＞ ＜34,875＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

4  ◆  D  - 4  -   1

  1  3   D  - 4  -

 - 14  -   1  

 -

 亘理町  直接 3/4  災害公営住宅整備事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町

 直接 4/5  1  災害公営住宅駐車場整備事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町  亘理町

1/2  造成宅地滑動崩落緊急対策事業  長瀞地区

 防災集団移転促進事業
（実施計画策定費）

 荒浜・吉田浜・
大畑浜地区

 町  亘理町

 -

 直接 5/9

 直接 1/2

5/9

 県

6   D  - 23  -   1   

 町  亘理町  直接5   D

  1  

 

 県  直接

13   D  - 1  -   2

  1    道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（堤防部）

 県12   D  - 1 

  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（一般部）

 県

 荒浜江下線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 荒浜地区  町  亘理町  直接 5/9

5/9

17   D  - 1  -   2   

 
 荒浜大通線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 荒浜地区  町  亘理町  直接16   D  - 1  -

19   D  - 1  -   4

  3  18   D  - 1  -

 

 亘理町  直接 5/9 
 五十刈線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町

 直接 5/9 
 野地流線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町  亘理町



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(152,000) (152,000) (117,800)

0 0 0

＜152,000＞ ＜152,000＞ ＜117,800＞

(492,060) (492,060) (369,045)

0 0 0

＜492,060＞ ＜492,060＞ ＜369,045＞

(40,290) (40,290) (30,217)

0 0 0

＜40,290＞ ＜40,290＞ ＜30,217＞

(14,300) (14,300) (11,440)

0 0 0

＜14,300＞ ＜14,300＞ ＜11,440＞

(10,500) (10,500) (7,875)

0 0 0

＜10,500＞ ＜10,500＞ ＜7,875＞

(109,000) (109,000) (81,750)

0 0 0

＜109,000＞ ＜109,000＞ ＜81,750＞

(1,205,184) (1,205,184) (1,054,536)
・事業を区分して実施（平成26年8月18日）。

0 0 0

＜1,205,184＞ ＜1,205,184＞ ＜1,054,536＞

(2,266,260) (2,266,260) (1,982,977)
・事業を区分して実施（平成26年8月18日）。

0 0 0

＜2,266,260＞ ＜2,266,260＞ ＜1,982,977＞

(351,000) (351,000) (280,800)

0 0 0

＜351,000＞ ＜351,000＞ ＜280,800＞

(459,756) (459,756) (402,286)

0 0 0

＜459,756＞ ＜459,756＞ ＜402,286＞

(302,835) (302,835) (264,980)

0 0 0

＜302,835＞ ＜302,835＞ ＜264,980＞

(162,145) (162,145) (141,876)

0 0 0

＜162,145＞ ＜162,145＞ ＜141,876＞

1/2

3/4

4/5

3/4

3/4

3/4

 - 1  -   6  5/9 
 橋本堀添線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区

 住宅・建築物安全ストック形成事業
 荒浜・吉田地

区
 町  亘理町

 -

 直接 4/5

 直接 1/2

1/2

 亘理町

21   D  - 13  -   1   

 町  亘理町  直接20   D

  2  

 -

 亘理町  直接

23  ◆  D  - 20  -   1

  1    復興まちづくり総合支援事業
 荒浜・吉田地

区
 町22   D  - 20 

  1  防災まちづくり計画策定事業
 荒浜・吉田地

区
 町

 下水道整備事業  吉田地区  町  亘理町  直接

3/4

1/2

25   D  - 21  -   2   

  地域防災施設整備事業
 荒浜・吉田地

区
 町  亘理町  直接24   D  - 20  -

27   D  - 23  -   3

  2  26   D  - 23  -

 - 23  -   3  -

 

 亘理町  直接  防災集団移転促進事業(荒浜中野）  荒浜地区  町

 直接  防災集団移転促進事業（亘理江下）  亘理地区  町  亘理町

  1  復興関連盛土材確保事業  亘理地区  町  亘理町  直接

 防災集団移転促進事業（吉田舟入北）  吉田地区  町  亘理町

 -

 直接

 直接

 亘理町

29   D  - 23  -   4   

 - 23 

  防災集団移転促進事業（吉田上塚）  吉田地区  町

28  ◆  D

 

 亘理町  直接

31   D  - 23  -   6

  5    防災集団移転促進事業（吉田南河原）  吉田地区  町30   D



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(305,563) (305,563) (267,367)

0 0 0

＜305,563＞ ＜305,563＞ ＜267,367＞

(2,059,736) (2,059,736) (1,647,788)

0 0 0

＜2,059,736＞ ＜2,059,736＞ ＜1,647,788＞

(50,000) (50,000) (38,750)

0 0 0

＜50,000＞ ＜50,000＞ ＜38,750＞

(17,178,053) (17,178,053) (14,557,033) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜17,178,053＞ ＜17,178,053＞ ＜14,557,033＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

3/4

4/5

  7  

 市街地復興効果促進事業  亘理町  町  亘理町  直接37  ★  F  - 2  -   1  -   1

  防災集団移転促進事業（吉田大谷地）  吉田地区  町  亘理町  直接32   D  - 23  -

     

  3  41   D  - 1  -

    

 

 県  直接 5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（鳥の海）

 県

      

        

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２５年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(7,257,309) (7,257,309) (6,350,145)

0 0 0

＜7,257,309＞ ＜7,257,309＞ ＜6,350,145＞

(500,000) (500,000) (387,500)

0 0 0

＜500,000＞ ＜500,000＞ ＜387,500＞

(230,000) (230,000) (178,250)

0 0 0

＜230,000＞ ＜230,000＞ ＜178,250＞

(350,000) (350,000) (271,250)

0 0 0

＜350,000＞ ＜350,000＞ ＜271,250＞

(300,000) (300,000) (232,500)

0 0 0

＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜232,500＞

(300,000) (300,000) (232,500)

0 0 0

＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜232,500＞

(40,000) (40,000) (31,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜31,000＞

(375,000) (375,000) (290,625)

0 0 0

＜375,000＞ ＜375,000＞ ＜290,625＞

(393,648) (393,648) (295,236)

0 0 0

＜393,648＞ ＜393,648＞ ＜295,236＞

(33,390) (33,390) (25,042)

0 0 0

＜33,390＞ ＜33,390＞ ＜25,042＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

12   D  - 1  -   1

  1  3   D  - 4  -

 - 1  -   2  

 

 亘理町  直接 3/4  災害公営住宅整備事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町

 直接 5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（堤防部）

 県  県

5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（一般部）

 荒浜大通線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 荒浜地区  町  亘理町

 -

 直接 5/9

 直接 5/9

5/9

 亘理町

16   D  - 1  -   1   

 県  県  直接13   D

  4  

 

 亘理町  直接

18   D  - 1  -   3

  2   
 荒浜江下線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 荒浜地区  町17   D  - 1 

 
 五十刈線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町

 橋本堀添線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町  亘理町  直接 5/9

5/9

20   D  - 1  -   6   

 
 野地流線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町  亘理町  直接19   D  - 1  -

22   D  - 20  -   1

  1  21   D  - 13  -

 

 亘理町  直接 1/2  住宅・建築物安全ストック形成事業
 荒浜・吉田地

区
 町

 直接 1/2  復興まちづくり総合支援事業
 荒浜・吉田地

区
 町  亘理町



(43,000) (43,000) (32,250)

0 0 0

＜43,000＞ ＜43,000＞ ＜32,250＞

(1,373,246) (1,373,246) (1,201,590)
・事業を区分して実施（平成26年8月18日）。

0 0 0

＜1,373,246＞ ＜1,373,246＞ ＜1,201,590＞

(2,320,061) (2,320,061) (2,030,053)
・事業を区分して実施（平成26年8月18日）。

0 0 0

＜2,320,061＞ ＜2,320,061＞ ＜2,030,053＞

(364,123) (364,123) (318,607)

0 0 0

＜364,123＞ ＜364,123＞ ＜318,607＞

(420,282) (420,282) (367,746)

0 0 0

＜420,282＞ ＜420,282＞ ＜367,746＞

(114,173) (114,173) (99,901)

0 0 0

＜114,173＞ ＜114,173＞ ＜99,901＞

(205,511) (205,511) (179,822)

0 0 0

＜205,511＞ ＜205,511＞ ＜179,822＞

(260,000) (260,000) (201,500)

0 0 0

＜260,000＞ ＜260,000＞ ＜201,500＞

(205,973) (205,973) (164,778)

0 0 0

＜205,973＞ ＜205,973＞ ＜164,778＞

(15,085,716) (15,085,716) (12,890,295) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜15,085,716＞ ＜15,085,716＞ ＜12,890,295＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

 - 21  -   2  1/2  下水道整備事業  吉田地区

 防災集団移転促進事業(荒浜中野）  荒浜地区  町  亘理町

 -

 直接 3/4

 直接 3/4

3/4

 亘理町

26   D  - 23  -   2   

 町  亘理町  直接25   D

  5  

 

 亘理町  直接

29   D  - 23  -   4

  3    防災集団移転促進事業（亘理江下）  亘理地区  町27   D  - 23 

  防災集団移転促進事業（吉田舟入北）  吉田地区  町

 防災集団移転促進事業（吉田上塚）  吉田地区  町  亘理町  直接 3/4

3/4

31   D  - 23  -   6   

  防災集団移転促進事業（吉田南河原）  吉田地区  町  亘理町  直接30   D  - 23  -

41   D  - 1  -   3

  7  32   D  - 23  -

 - 4  -   1  -

 

 亘理町  直接 3/4  防災集団移転促進事業（吉田大谷地）  吉田地区  町

 直接 5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（鳥の海）

 県  県

4/5  1  市街地復興効果促進事業（県分）  亘理町  県  県  直接42  ★  F

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２６年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(100,000) (100,000) (77,500)

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜77,500＞

(285,000) (285,000) (220,875)

0 0 0

＜285,000＞ ＜285,000＞ ＜220,875＞

(310,000) (310,000) (240,250)

0 0 0

＜310,000＞ ＜310,000＞ ＜240,250＞

(400,000) (400,000) (310,000)

0 0 0

＜400,000＞ ＜400,000＞ ＜310,000＞

(300,000) (300,000) (232,500)

0 0 0

＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜232,500＞

(150,000) (150,000) (116,250)

0 0 0

＜150,000＞ ＜150,000＞ ＜116,250＞

(600,000) (600,000) (465,000)

0 0 0

＜600,000＞ ＜600,000＞ ＜465,000＞

(367,498) (367,498) (321,560)
・事業を区分して実施（平成26年8月18日）。

0 0 0

＜367,498＞ ＜367,498＞ ＜321,560＞

(66,662) (66,662) (58,329)

0 0 0

＜66,662＞ ＜66,662＞ ＜58,329＞

(4,285) (4,285) (3,749)

0 0 0

＜4,285＞ ＜4,285＞ ＜3,749＞

 

 亘理町  直接 3/4  防災集団移転促進事業（吉田南河原）  吉田地区  町

 直接 3/4  防災集団移転促進事業（吉田大谷地）  吉田地区  町  亘理町  7

  5  30   D  - 23  -

 D  -   1  -

32   D  - 23  -

 防災集団移転促進事業（亘理江下）  亘理地区  町  亘理町  直接 3/4

5/9

27   D  - 23  -   3   

 
 橋本堀添線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町  亘理町  直接20  

18   D  -   1

 
 野地流線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町

 町  亘理町  直接16   D

  6  

 

 亘理町  直接

19   D  -   1  -   4

  3   
 五十刈線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町

17   D  -   1  -   2   
 荒浜江下線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 荒浜地区  町  亘理町

 -

 直接 5/9

 直接 5/9

5/9

 亘理町

 -   1  -   1  

 

 県  直接 5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（堤防部）

 県

 直接 5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（一般部）

 県  県

5/9 
 荒浜大通線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 荒浜地区

13   D  -   1  -   2

  1  12   D  -   1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



(160,000) (160,000) (124,000)

0 0 0

＜160,000＞ ＜160,000＞ ＜124,000＞

(19,400) (19,400) (15,520)

0 0 0

＜19,400＞ ＜19,400＞ ＜15,520＞

(64,511) (64,511) (56,447)

0 0 0

＜64,511＞ ＜64,511＞ ＜56,447＞

(8,963) (8,963) (6,722)

0 0 0

＜8,963＞ ＜8,963＞ ＜6,722＞

(27,143) (27,143) (21,714)

0 0 0

＜27,143＞ ＜27,143＞ ＜21,714＞

(140,400) (140,400) (105,300)

0 0 0

＜140,400＞ ＜140,400＞ ＜105,300＞

(176,597) (176,597) (141,277)

0 0 0

＜176,597＞ ＜176,597＞ ＜141,277＞

(10,000) (10,000) (7,500)

0 0 0

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜7,500＞

(3,190,459) (3,190,459) (2,524,493) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜3,190,459＞ ＜3,190,459＞ ＜2,524,493＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

 

 亘理町  直接 4/5  3  災害公営住宅関連道路整備事業  亘理地区  町

 直接 1/2  荒浜雨水ポンプ場吐出槽改良事業  荒浜地区  町  亘理町  3

  1  -53  ◆  D  - 4  -

 D  - 23  -

54   D  - 21  -

 防災公園整備事業
 荒浜・吉田地

区
 町  亘理町  直接 1/2

4/5

51   D  - 22  -   1   

  1  移転元地への商業施設の集積事業  荒浜地区  町  亘理町  直接50  ◆

48   D  - 5 

  東日本大震災特別家賃低減事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町

 県  県  直接41   D

  2  -

 

 亘理町  直接

49   D  - 6  -   1

  1    災害公営住宅家賃低廉化事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町

47  ◆  D  - 4  -   1  -   2  災害公営住宅（戸建て形式）駐車場整備事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町  亘理町

 -

 直接 1/2

 直接 4/5

3/4

 亘理町

 - 1  -   3  5/9  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （一）荒浜港今
泉線（鳥の海）



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

578,000 578,000 447,950

＜578,000＞ ＜578,000＞ ＜447,950＞

(0) (0) (0)

109,000 109,000 84,475

＜109,000＞ ＜109,000＞ ＜84,475＞

(0) (0) (0)

150,000 150,000 116,250

＜150,000＞ ＜150,000＞ ＜116,250＞

(0) (0) (0)

499,000 499,000 386,725

＜499,000＞ ＜499,000＞ ＜386,725＞

(0) (0) (0)

243,588 243,588 194,870

＜243,588＞ ＜243,588＞ ＜194,870＞

(2,956,030) (2,956,030) (2,364,823)

0 0 0

＜2,956,030＞ ＜2,956,030＞ ＜2,364,823＞

(387,103) (387,103) (338,715)

0 0 0

＜387,103＞ ＜387,103＞ ＜338,715＞

(51,305) (51,305) (38,478)

0 0 0

＜51,305＞ ＜51,305＞ ＜38,478＞

(0) (0) (0)

1,312,802 1,312,802 984,601

＜1,312,802＞ ＜1,312,802＞ ＜984,601＞

(176,596) (176,596) (141,276)

0 0 0

＜176,596＞ ＜176,596＞ ＜141,276＞

          

 -

 亘理町  直接 1/2  防災公園整備事業
 荒浜・吉田地

区
 町

 直接 4/5  3  災害公営住宅関連道路整備事業  亘理地区  町  亘理町

   

  1

  1  51   D  -   22  -

 D  -   5  -

53  ◆  D  -   4  -

 東日本大震災特別家賃低減事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町  亘理町  直接 1/2

3/4

49   D  -   6  -   1   

  災害公営住宅家賃低廉化事業
 荒浜・吉田・亘

理地区
 町  亘理町  直接48  

28  ◆  D  -   23

  1  市街地復興効果促進事業  亘理町  町

 町  亘理町  直接19   D

  1  

 -

 亘理町  直接

37  ★  F  -   2  -   1

  3  -   1  復興関連盛土材確保事業  亘理地区  町

20   D  -   1  -   6   
 橋本堀添線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町  亘理町

 -

 直接 4/5

 直接 5/9

4/5

 亘理町

 -   1  -   4  

 

 亘理町  直接 5/9 
 荒浜大通線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 荒浜地区  町

 直接 5/9 
 五十刈線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区  町  亘理町

5/9 
 野地流線道路整備事業（市街地相互の接続道
路）

 吉田地区

18   D  -   1  -   3

  1  16   D  -   1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



(3,571,034) (3,571,034) (2,883,292) (0) (0)

2,892,390 2,892,390 2,214,871 0 0

＜6,463,424＞ ＜6,463,424＞ ＜5,098,163＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



該当なし
平成２３年度 復興交付金事業等

環境省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

  

 

  

      

          

             

           

      

       

     

 

      

      

        

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２４年度 復興交付金事業等

環境省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(4,140) (4,140) (3,105)

0 0 0

＜4,140＞ ＜4,140＞ ＜3,105＞

(4,140) (4,140) (3,105) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜4,140＞ ＜4,140＞ ＜3,105＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

  

 

 亘理町  直接 1/2

      

  1    低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業
 荒浜・吉田・亘
理・逢隈地区

 町38   E  -   1

             

           

      

       

     

 

      

      

        

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２５年度 復興交付金事業等

環境省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(16,974) (16,974) (12,730)

0 0 0

＜16,974＞ ＜16,974＞ ＜12,730＞

(16,974) (16,974) (12,730) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜16,974＞ ＜16,974＞ ＜12,730＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

  

 

 亘理町  直接 1/2

      

  1    低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業
 荒浜・吉田・亘
理・逢隈地区

 町38   E  -   1

             

           

      

       

     

 

      

      

        

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



平成２６年度 復興交付金事業等

環境省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(28,152) (28,152) (21,114)

0 0 0

＜28,152＞ ＜28,152＞ ＜21,114＞

(28,152) (28,152) (21,114) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜28,152＞ ＜28,152＞ ＜21,114＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

          

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

 亘理町  直接 1/2

      

  1    低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業
 荒浜・吉田・亘
理・逢隈地区

 町38   E  -   1  -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



該当なし
平成２７年度 復興交付金事業等

環境省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

          

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

  

      

           

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



該当なし
平成２３年度 復興交付金事業等

厚生労働省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

  

 

  

      

          

             

           

      

       

     

 

      

      

        

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



該当なし
平成２４年度 復興交付金事業等

厚生労働省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

  

 

  

      

          

             

           

      

       

     

 

      

      

        

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



該当なし
平成２５年度 復興交付金事業等

厚生労働省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

  

 

  

      

          

             

           

      

       

     

 

      

      

        

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班



該当なし
平成２６年度 復興交付金事業等

厚生労働省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

          

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

  

      

           

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



該当なし
平成２７年度 復興交付金事業等

厚生労働省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

亘理町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0223-34-0525

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課　復興管理班

          

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

  

      

           

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

亘理町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２７年２月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体


